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研究成果の概要（和文）：　京都府の主食米・酒米生産農家は、「山田錦・五百万石などの酒造会社への直接販
売」、「コシヒカリの消費者・小売店などへの直接販売」で利益を追求しながらも、産地全体の発展への貢献と
いう経営目標に基づき、収益が劣る「コシヒカリ・祝・京の輝きの農協出荷連鎖」を維持している。
　また山形県の米生産農家においては、生協による米の買い支えがゆえに、「利益追求」と「産地全体の発展へ
の貢献」の経営目標が重なっている。さらに和歌山県の梅生産農家は、相互扶助を重視する当地の伝統的価値観
に引っ張られ、すべてを利益追求に基づく「梅干加工直接販売」にせず、「青梅農協出荷」や「完熟梅の出荷会
経由販売」も同等に重視している。

研究成果の概要（英文）： Based on management objectives of contribution to overall development of 
the production area, farmers of rice for staples and brewing in Kyoto struggle to maintain a less 
profitable "supply chain of Koshihikari, Iwai,Kyonokagayaki to Japan Agricultural Cooperatives, 
while pursuiting profits through "direct sales of Yamada-nishiki, Gohyaku-mangoku, etc. to sake 
breweries" and "direct sales of Koshihikari to consumers and　retailers".
 Also, rice farmers in Yamagata Prefecture hold overlapped management objectives of "pursuit of 
profit" and "contribution to overall development of the production area" as a consequence of support
 buying of rice by JA.　Furthermore, farmers of ume (Japanese plums) in Wakayama do not entirely 
leave "processing and direct sales of umeboshi pickles" for profit, but equally value "shipment of 
green ume to JA" and "sales of ripe ume through a farmers' group for shipment under JA", that are 
pulled by local traditional values emphasizing mutural assistance.

研究分野：農業経営学

キーワード： 農業経営学　制度派　経営目標　コーヒー　梅　米　農家経済経営　タンザニア

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　タンザニアにおける調査研究を通して、「混成性の経営目標形成モデル」に基づく経営目標の仕分け→「農家
経済経営の概念図」に基づくモノ・カネ・ヒトの流れの把握→両者をからみ合わせた、それぞれの経営目標に基
づくものとしての「モノ・カネ・ヒトの流れ」の特徴の把握という、「制度派農業経営学」の分析枠組みが構築
された。
　利益追求の経営成果のみを評価する従来の農業経営学の分析枠組みでは、上記の研究成果のような多様な経営
目標、社会制度や伝統的価値観に基づく目標・行動を見出せない。そのような研究枠組みや学術をめぐる意義と
ともに、利益になりにくい社会性の高い経営行動の解明は、助成金で支える意義を社会に知らしめる。



様 式 Ｆ－１９－２ 
１．研究開始当初の背景 
(1) 研究代表者によるタンザニア・キリマンジャロ山中における農家経済経営の調査研究を通
して、多様な経営目標、社会制度や伝統的価値観（相互扶助重視）に基づく目標・行動や、
社会貢献につながる大きな成果、魅力が確認されていたが、利益追求の経営成果のみを評価
する従来の農業経営学、あるいは多くの研究者が試みる計量経済学のモデル（私的な効用・
利益最大化のみを追求する人間・経営体像を前提）を経営分析に適用する農業経営学の分析
枠組みの下では、とりわけ私的利益追求の成果に乏しい、キリマンジャロの農家経済経営の
魅力を見出すことができなかった。 
(2) また日本において、新自由主義、グローバル資本主義の深化にともない、政府からの助成
金が削減され、私的利益を追求できない農業経営体の淘汰が進んでいる。キリマンジャロ同
様、景観・環境保全や産地全体の発展に貢献しようとするなどの農業経営の多様な経営目標・
行動（私的利益追求でない社会的目標・行動の存在）を見出すことで、それら社会性の高い
経営目標・行動を助成金で支える意義（利益になりにくいので、高い社会性にもかかわらず、
助成金なしには淘汰されること）を、社会に知らしめる必要性が高まっていた。 

 
２．研究の目的 
(1) 私的利益の最大化目標・行動のみならず、社会制度依拠の目標・行動にも焦点を当てるな
ど、社会制度の影響を重視する質的、構造的な農業経営学の分析概念・枠組みを確立する。 
(2) この「制度派農業経営学」の分析枠組みに基づく、タンザニア・キリマンジャロ山中の農
家経済経営構造の特質と経営成果・農村開発の評価について、「人間開発」の評価を試みる。 
(3) 同分析枠組みを、日本（和歌山県みなべ町、山形県遊佐町、京都府綾部市小畑集落）の農
家経済経営構造の特質と経営成果・農村開発の評価の分析に適用し、その汎用性と限界を明
示する。 
(4) 同分析枠組みに基づく、農家経済経営構造の特質と消費者の買い支え（フェアトレード、
産消提携、全量買付の契約栽培）の役割について、日本とタンザニアの比較分析を行う。 

 
３．研究の方法 
(1) 研究目的(1)「制度派農業経営学」の分析概念・枠組みの確立について、文献研究と学会
報告や論文・書籍としての研究成果公表に力を注ぐ。 
(2) 研究目的(2)について、タンザニア北部・キリマンジャロ山中におけるフィールド調査が
中心になる。キリマンジャロ山の西斜面（標高約 1,500～1,700 メートル）にあるチャガ人の
１農村・ルカニ村（人口 1,482 名、世帯数 355 戸のチャガ人の１農村）において、８～９月
の１ヶ月間、参与観察・聞き取り調査を実施する。 
(3) 研究目的(3)(4)のために、和歌山県みなべ町、山形県遊佐町、京都府綾部市小畑集落にお
けるフィールド調査（参与観察・聞き取り調査中心）を実施する。 
 なお研究目的(3)は、目的(1)のための事例研究としても位置付けられる。 
 
４．研究成果 
 
(1)「制度派農業経営学」の分析枠組の確立 
 タンザニア・キリマンジャロの主に２農家に対する、10 年以上の参与観察と聞き取り調査の
成果として構築した「制度派農業経営学」の分析枠組みにおいては、まず「混成性の経営目標
形成モデル」（図１）に基づき、実際は複雑に混じり合い、１経営体の目標を構成している（混
成している）多様な経営目標を、「最大化計算」か「社会制度依拠」かという目標形成の過程や、
「私的利益追求」か「コミットメント」（社会経済的目標）かという目標内容に着目して、理念
的に仕分けをする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



次に「農家経済経営の概念図」（図２）に基づいて、実際は混在している農家経済の内部と外
部の、そして農家経済を構成する家計と経営の間での、モノ・カネ・ヒトの流れを把握する。
さらに両者をからみ合わせて、「モノ・カネ・ヒトの流れ」（経営行動）の特徴を、それぞれの
経営目標に基づくものとして解釈するというステップになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
図２ ルカニ村における農家経済経営の概念図 

 
最後に、それぞれの経営行動が経営目標に達しているか評価する。特に自由な達成を妨害す
る「ケイパビリティ」の欠如と経営リスク、それらを自力で改善できるか否かに焦点が当てら
れる（図３、図４）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
(2)タンザニア・キリマンジャロ山中の農家経済経営構造の特質と経営成果 
 以上の私的利益の最大化目標・行動のみならず、社会制度依拠の目標・行動にも焦点を当て
る「制度派農業経営学」の分析枠組みに基づいて、まずはタンザニア・キリマンジャロ山中の
農家経済経営の構造を解明した上で、経営分析を試みたところ、利益最大化の経営目標の下に
ある「男性産物」（コーヒー、仔牛など）については損失が生じている一方、「女性産物」（バナ
ナ、牛乳など）は、家計安全保障の経営目標をしっかり果たしていることがわかった。 
 経営構造の変化はこの「男性産物」経営の不全、特に教育経費をコーヒーの販売収入で満た
せなくなったことから生じ、過去に「女性産物」であったトウモロコシの「男性産物」化（バ
ナナにもその傾向を確認できる）、農業の縮小・兼業化、街への出稼ぎ［農業における雇用や（拡
大）家族の労働者の増加］が進んできた。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図４ ルカニ村における中学校勉学ケイパビリティの概念図 
 
 ところがコーヒーのフェアトレード・プロジェクトにより、その販売収入が改善しつつあり
（教育経費が確保されつつあり）、「男性産物」と「女性産物」のバランスがとれた過去の経営
構造に戻りつつある。以上の農家経済経営の耐久力やレジリエンス（耐久力・復元力）の高さ
は、「女性産物」と相互扶助システムによる家計安全保障（キリマンジャロにおける伝統的社会
保障システム）がしっかり機能しているからである。 
 
(3)和歌山みなべ町の農家経済経営構造の特質と経営成果 
次に和歌山県みなべ町の農家経済経営（A農家）に、「制度派農業経営学」の分析枠組みを適
用する。 
当地の南高梅の生産者「青梅」を農協へ、そして「白干し」に加工して仲買人・加工業 
者などへ販売するのが一般的である。しかし JA紀州・清川出荷会においては、樹上で完熟させ
た「完熟梅」や、自ら「梅干し」に加工し、それぞれを多様な経営目標に応じて売り分けるこ
とが増えている。 
 南高梅は年ごとの価格変動が激しいが、通常年であれば、私的利益の最大化や労働力の分散
を考えた場合、価格を自ら設定できることもあって、「梅干し」に加工して消費者へ直接販売す
ることが望ましい。つまり「梅干し」の直販によって、短期的な利益を追求できる。 
 しかし清川地区は昔から、相互扶助の価値観が強い。この社会的価値観に引っ張られ、すべ
てを「梅干し」に加工して私的利益を追い求めることはしない。「青梅」「完熟梅」を出荷会の
仲間と協力して農協出荷し、地域・産地全体の利益に資することが同等に重視されている。そ
して地域全体の協働や活性化の度合が高まれば、長期的には自らの利益最大化につながると言
う。 
 従来からの「青梅」の農協出荷については、農協が頑張ってきた南高梅の産地形成・発展の
取り組みの成果として、自らの高品質・トップブランドの青梅を求めている卸売市場やその顧
客に対して責任を果たし続けたいという、産地全体を発展させる目標が重視されている。 
 「完熟梅」は、メルシャン社の梅酒「梅まっこい」（2011 年発売）の原料で、同社との契約
栽培である。契約数量・価格の固定化が見込まれていることから、南高梅の価格変動の激しさ
から部分的に逃れる目的もある。民間企業との契約栽培でありながら、運搬・保管、販売代金
の決済面で農協の役割は大きく、契約時にも農協の担当者が同席する。 
 このように短期的な私的利益を削っても、地域住民との共同作業や地域・産地の発展 
（→長期的な私的利益）を重視する組合員の経営目標・行動を、農協の販売事業が 
支えている。 
 
(4) 山形県遊佐町の農家経済経営の特質と経営成果 
 次に山形県遊佐町の農家経済経営に、「制度派農業経営学」の分析枠組みを適用する。 
山形県遊佐町の農家経済経営において確認できる高い社会的価値観は、キリマンジャロやみ



なべ町のような伝統的価値観そのものではない。関東圏を中心に事業を行う生活クラブ生協と
の交流や産消提携（「共同開発米事業」）を深めることで、育まれてきたものである。 
生活クラブ組合員（消費者）の要望を受けて、生産者は農薬・化学肥料の使用を最低限に抑
える環境保全型の稲作に努めてきた（現在は遊佐町農協・共同開発米部会の複数の生産者が、
有機米を生産するに至っている）。そして「国内フェアトレード」と呼称できる２つの買い支え
（生産原価保障（→市場価格よりも３割高い米価格）＋基金・還元金（災害時の減収の補填、
新たな栽培方法確立のために利用）のおかげで、農家の社会的価値観に基づく経営目標・行動
が「利益最大化」と重なり、アマルティア・センが言う「共感」（効用を高める、他者のための
行動）になっている。 
つまり生活クラブ生協による買い支えがゆえに、「私的利益追求」と「産地全体の発展への貢
献」の経営目標が重なった、「共同開発米の生活クラブ生協への生産部会経由販売連鎖」を見い
出すことができる。 
 
(5) 京都府綾部市小畑集落の農家経済経営の特質と経営成果 
 最後に京都府綾部市小畑集落の B農家（主に主食米・酒米を生産）に、「制度派農業経営学」
の分析枠組みを適用すると、下記の農家経済経営構造の特質が浮かび上がってくる。 
私的利益追求に貢献するのは、「酒造会社直接販売連鎖」[総価値（売上）の 55％]と、さら
に高収益の「コシヒカリの消費者・小売店などへの直接販売連鎖」（総価値の 35％）である。
この私的利益追求の経営行動（およびその成果）がありながら、収益が劣る「コシヒカリ・祝・
京の輝きの農協出荷連鎖」（総価値の 10％）についても、産地全体の発展への貢献という経営
目標の下で維持している。 
私的利益追求の「酒造会社直接販売連鎖」については、父親が急逝して経営を引き継いだ当
初から、親子のような支え合い関係を結んでくれている伏見の１酒造会社（同社社長）にのみ
直接販売している。高めの価格での全量買取という買い支えの下で、離農者の農地を積極的に
受け入れ（同社が必ず購入してくれる酒米を増産し）、農地を守る使命を果たすことができると
言う。また栽培時期がずれる多様な米の品種を組み合わせ、労働者（家族２名と雇用者１名）
や農業機械を有効利用する費用削減も企図している。 
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